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２）1990 年代以降における日本の生産性の停滞については、内閣府経済財政諮問会議（2002; pp. 188 ～ 191）を参照され
たい。また、日本開発銀行（1998; pp. 8, 101, 159）によれば、全国の消費者物価指数は平成２年から７年にかけて 1.2 ％、

























Y = aND �
と与えられる４）。ただし，Yは産出量，NDは労働投入量（雇用量），aは生産性水準を示している。
企業の総利潤Πは，次のようになる。
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